
�愛媛県規則第６２号
愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則

愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）の一部

を次のように改正する。

第４１条の表１の項禁止区域の欄１のエ及びオ中「東予市」

を「西条市」に改め、同表２の項同欄１のオ中「西条市と東

予市」を「西条市氷見と同市今在家」に改め、同項同欄１の

カ並びに同表３の項同欄１のウ及びエ中「東予市」を「西条

市」に改め、同表５の項同欄１ただし書中「西条市仏崎」を

「西条市西谷山山頂から真方位２１度９００メートルの点（西条

市旧仏崎）」に、「西条市と東予市」を「西条市氷見と同市

今在家」に改め、同項同欄１のク及びケ中「東予市」を「西

条市」に改める。

第４６条の表１の項�中「西条市仏崎」を「西条市西谷山山
頂から真方位２１度９００メートルの点（西条市旧仏崎）」に、

「西条市と東予市」を「西条市氷見と同市今在家」に改める

。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第６３号
愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第９３

号）の一部を次のように改正する。

別表第１の第１の２の�のア中「０．６メートル以下」を「
０．８メートル以下」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

�愛媛県告示第２４７１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び松

前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

サンタ株式会社

平成１６年１２月１７日金曜日 第１６１９号

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則………………………１２３７

○ 愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則…………１２３７

告 示

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の

許可申請の概要………………………………………………………１２３７

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等

の変更の許可申請の概要……………………………………………１２４０

○ 指定居宅支援事業者の指定（２件）………………………………１２４１

○ 指定居宅支援事業の廃止（２件）…………………………………１２４１

○ 解除予定保安林………………………………………………………１２４２

○ 松山港港湾計画の変更の概要………………………………………１２４２

○ 道路の区域変更（県道大西波止浜港線）…………………………１２４２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………１２４２

○ 道路の区域変更（県道伊予松山港線）……………………………１２４３

○ 道路の区域変更（県道舌間八幡浜線）……………………………１２４３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………１２４３

○ 道路の区域変更（県道城川檮原線）………………………………１２４３

○ 道路の区域変更（県道野村柳谷線）………………………………１２４３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１２４４

○ 道路の区域変更（県道肱川公園線）………………………………１２４４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１２４４

○ 開発行為に関する工事の完了………………………………………１２４５

○ 道路の位置の指定（３件）…………………………………………１２４５

○ 公営住宅法施行令第２条第１項第４号に規定する数値の決定…１２４５

○ 公営住宅法施行令第２条第１項第４号に規定する数値の変更…１２４５

訓 令

○ 愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令…………………１２４５

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告…………………１２４７

人事委員会規則

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する

規則……………………………………………………………………１２４７

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正す

る規則…………………………………………………………………１２４７

○ 愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管

理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則……………１２４７

人事委員会告示

○ 労働基準法別表第１による愛媛県の事業又は事務所の号別区

分等の一部改正………………………………………………………１２４８

公安委員会告示

○ 取消処分者講習に係る指定講習機関の指定………………………１２４８

規 則

毎週（火・金）曜日発行 第１６１９号 平成１６年１２月１７日愛 媛 県 報

１２３７



伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

代表取締役 橋田卓治

２ 事業場の名称及び所在地

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

３ 特定施設に関する事項

� バイターライン洗浄装置ＩＭＳ－１２（Ｍ１２Ｂ）

� バイターライン洗浄装置ＩＭＳ－１２（Ｍ１２Ｃ）

� バイターライン洗浄装置ＩＭＳ－１２（Ｍ１２Ｄ）

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。以下「政令」という。）別
表第１第２号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４，０００リットル使用

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後９０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間

１０時間（５月～８月）
９時間（９月～４月）

特定施設の使用の季節的変
動の概要 ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６

最大 ４０

特定施設の使用の季節的変
動の概要 ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５２

最大 ６４

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４，０００リットル使用

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後９０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間

１０時間（５月～８月）
９時間（９月～４月）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４，０００リットル使用

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後９０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間

１０時間（５月～８月）
９時間（９月～４月）

特定施設の使用の季節的変
動の概要 ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５２

最大 ６４

愛 媛 県 報平成１６年１２月１７日 第１６１９号

１２３８



� ＣＩＰ洗浄施設ＣＩＰ－４－３

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２号ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３０，０００リットル使用

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後９０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間

１０時間（５月～８月）
９時間（９月～４月）

特定施設の使用の季節的変
動の概要 ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５０

最大 ８０

縦１３．２メートル
横１８．６メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４７０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 スクリーン＋凝集浮上＋接触酸化＋膜
分離活性汚泥＋滅菌

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 ５月～８月に多い

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ９００

通常 １９．１

最大 ２４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ２００

通常 ２０

最大 ３９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

通常 １．８

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６５．６

最大 ４７０

通常 ３６５．６

最大 ４７０

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後９０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 物理処理＋生物処理

処 理 施 設 の 型 式 凝電気浮上＋接触酸化＋膜分離活性汚
泥

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

調整槽・中継槽
縦５．９メートル
横４４．４メートル
高さ１２．２５メートル

電気浮上装置
縦８．４メートル
横１３．０メートル
高さ４．５メートル

接触酸化槽
縦７．０メートル
横６．５メートル
高さ７．０メートル

膜分離活性汚泥槽

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８

最大 ２４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．９

最大 ３．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４００

最大 ５１８

備考 この他に雨水排水口が１６ヶ所ある。

愛 媛 県 報平成１６年１２月１７日 第１６１９号

１２３９



�愛媛県告示第２４７２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び松前町役場において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

代表取締役 橋田卓治

２ 事業場の名称及び所在地

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第２号ロ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法及び排出水

の量の変更

５ 特定施設に関する事項

� バイターライン洗浄装置ＩＭＳ－１２（Ｍ１２Ａ）

� チョコボール製造機洗浄装置

� ＣＩＰ洗浄装置

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり
６，０００リットル

１時間当たり
５，５００リットル

原材料の種類及び１日当た
りの使用量

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり２．３
立方メートル

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり１．８
立方メートル

特定施設の使用時間間隔 連 続 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間 １０時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ３００

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ２５０

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ３０

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ７

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８

最大 ７０

通常 ５５

最大 ５５
変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり
４，２００リットル

１時間当たり
４，０００リットル

原材料の種類及び１日当た
りの使用量

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり１．６
立方メートル

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり２．０
立方メートル

特定施設の使用時間間隔 連 続 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

１０時間（５月～８
月）
９時間（９月～４
月）

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ３００

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ２５０

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ３０

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ７

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４

最大 ６３

通常 ３６

最大 ４０

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当た
りの使用量

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり５．４
４８立方メートル
苛性ソーダ水溶液
：１日当たり０．６
６４立方メートル

次亜塩素酸水溶液
：１日当たり７．０
８３立方メートル
苛性ソーダ水溶液
：１日当たり７．０
８３立方メートル

特定施設の使用時間間隔 連 続 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２時間

１６時間（５月～８
月）
１０時間（９月～４
月）

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し ５月～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ３００

通常 ６６８

最大 １，０１９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ２５０

通常 １０６

最大 ２０５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ３０

通常 １０．７

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ７

通常 ２．１

最大 ５．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ６

通常 ４０

最大 ６４

愛 媛 県 報平成１６年１２月１７日 第１６１９号
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６ 汚水等の処理施設に関する事項

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第２４７３号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１０第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４７４号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の５第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４７５号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業を廃

止した旨の届出があった。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

調整槽・高速接触
酸化槽・接触酸化
槽・沈殿槽
縦５．９メートル
横４４．４メートル
高さ１２．２５メー
トル

電気浮上装置
縦８．４メートル
横１３．０メートル
高さ４．５メート
ル

接触酸化槽
縦７．０メートル
横６．５メートル
高さ７．０メート
ル

調整槽・中継槽
縦５．９メートル
横４４．４メートル
高さ１２．２５メー
トル

電気浮上装置
縦８．４メートル
横１３．０メートル
高さ４．５メート
ル

接触酸化槽
縦７．０メートル
横６．５メートル
高さ７．０メート
ル

膜分離活性汚泥槽
縦１３．２メートル
横１８．６メートル
高さ６．７メート
ル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５００立
方メートル処理

１日当たり４７０立
方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式
スクリーン＋凝集
浮上＋接触酸化＋
高速接触酸化＋接
触酸化＋滅菌

スクリーン＋凝集
浮上＋接触酸化＋
膜分離活性汚泥＋
滅菌

処理施設の使用時間間隔 連 続 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間 ２４時間

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２６４．４

最大 ５１８

通常 ４００

最大 ５１８

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し ５月～８月に多い

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１５０
最大
２００

通常
１８
最大
２４

通常
６００
最大
９００

通常
１９．１
最大
２４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１０
最大
２０

通常
２．９
最大
３．１

通常
１０
最大
２０

通常
１．８
最大
２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２５０
最大
５００

通常
２５０
最大
５００

通常
３６５．６
最大
４７０

通常
３６５．６
最大
４７０

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００３００１６４１３０ 独立行政法人国立病院機構愛媛病院
東温市横河原３６６番
地 阿久津 弘 児童短期入所 独立行政法人国立病

院機構愛媛病院
東温市横河原３６６番
地

平成１６年
４月１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２００２０１１３１ 独立行政法人国立病院機構愛媛病院
東温市横河原３６６番
地 阿久津 弘 知的障害者短

期入所
独立行政法人国立病
院機構愛媛病院

東温市横河原３６６番
地

平成１６年
４月１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００３０００７３１３３ 国立療養所愛媛病院 東温市横河原３６６番
地 阿久津 弘 児童短期入所 国立療養所愛媛病院 東温市横河原３６６番

地
平成１６年
３月２９日
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�愛媛県告示第２４７７号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

今治市神宮字礼拝乙３３６の１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第２４７８号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定

に基づき、松山港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示す

る。

平成１６年１２月１７日

松山港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 港湾計画の変更の概要

港湾計画の変更の概要（平成５年８月愛媛県告示第１０７１

号）及び松山港港湾計画の変更の概要（平成８年５月愛媛

県告示第６５３号）によりその概要を告示した松山港港湾計

画について変更した事項は、次のとおりである。

土地造成及び土地利用計画

地区名 面積（ヘクタール） 用 途

３４（１３） ふ頭用地

４６（９） 港湾関連用地

７５ 工業用地

外 港 ２ 都市機能用地

４（３） 交通機能用地

２（２） 危険物取扱施設用地

２（２） 緑地

注 （ ）の数値は、内数で、土地造成を伴う土地利

用面積を示す。

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

�愛媛県告示第２４７６号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業

を廃止した旨の届出があった。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２０００９８１３１ 国立療養所愛媛病院 東温市横河原３６６番
地 阿久津 弘 知的障害者短

期入所 国立療養所愛媛病院 東温市横河原３６６番
地

平成１６年
３月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大西波止浜港線
越智郡波方町大字樋之口字恵毛谷甲２０３４番５地先から

同字甲２０３８番５地先まで

旧 ８．０～１８．８ ０．１９２

新 １２．８～２３．０ ０．１９２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大西波止浜港線
越智郡波方町大字樋之口字恵毛谷甲２０３４番５地先から

同字甲２０３８番５地先まで
平成１６年１２月１７日
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�愛媛県告示第２４８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伊予松山港線
伊予郡松前町大字北川原字西開８４５番１から

同字８７１番２まで

旧 ６．８～１３．８ ０．１３８

新 ９．０～１６．４ ０．１３８

〃 〃 伊予郡松前町大字北川原字原端９０１番１
旧 ６．７～６．８ ０．０７０

新 １０．８～１１．０ ０．０７０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 舌間八幡浜線
八幡浜市大字栗野浦乙３０番１地先から

同大字５７３番４地先まで

旧 ５．４～１１．０ ０．０９５

新 ７．７～２２．３ ０．０８８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 舌間八幡浜線
八幡浜市大字栗野浦乙３０番１地先から

同大字５７３番４地先まで
平成１６年１２月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川檮原線
西予市城川町土居１５０番地先から

同町土居６３４番１地先まで

旧 ３．６～８．０ ０．７６８

新 ３．６～８．０
１０．４～３４．６

０．７６８
０．８８６
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平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２４８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線
西予市野村町予子林７５１１番３から

同町予子林７５１８番９まで

旧 ６．０～１４．６ ０．１５２

新 ３２．４～６２．３ ０．１４５

〃 〃
西予市野村町予子林７５１８番９から

同町予子林７５１８番４まで

旧 ５．２～８．６ ０．０６８

新 ５．２～８．６
９．０～５４．０

０．０６８
０．０３５

〃 〃
西予市野村町予子林７５１８番４から

同町予子林７５１８番１０まで

旧 ５．２～９．０ ０．０１５

新 １８．６～２７．０ ０．０１２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線 西予市野村町予子林７５１１番３ 平成１６年１２月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線 喜多郡肱川町大字宇和川４１２番１
旧 ４．５～２６．１ ０．０８３

新 ２４．８～３６．８ ０．０８７

〃 〃 喜多郡肱川町大字宇和川３８２番７
旧 １１．５～１６．８ ０．１００

新 ２２．３～３２．６ ０．０９９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線 喜多郡肱川町大字宇和川４１２番１ 平成１６年１２月１７日

〃 〃 喜多郡肱川町大字宇和川３８２番７ 〃
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�愛媛県告示第２４９０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

大洲市東大洲５８６番１

２ 申請人の住所氏名

大洲市東大洲１３７番地

トミナガ不動産有限会社

代表取締役 冨永 邦茂

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第２４９１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

西予市宇和町下松葉１８５番１

２ 申請人の住所氏名

松山市大街道三丁目２番地３４

株式会社住宅情報館

代表取締役 二宮 秀生

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第２４９２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

北宇和郡吉田町大字東小路字東小路甲１６３番３

２ 申請人の住所氏名

宇和島市錦町６０４番地

池野不動産

代表者 池野 克彦

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第２４９３号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第

９条第２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政

令第２４０号）第２条第１項第４号に規定する数値を次のとお

り定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２４９４号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第

９条第２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政

令第２４０号）第２条第１項第４号に規定する数値を次のとお

り変更し、平成１７年４月分の家賃から適用する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

訓 令

�愛媛県訓令第１６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のよう

に定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号

）の一部を次のように改正する。

別表第２都市計画課の表９の部を次のように改める。

９ 都市 １ 市町村の基本計画の同意、変 ○

�愛媛県告示第２４８９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６西局建（開）第１５号

平成１６年１２月６日

西条市神拝字局乙１１９番４ないし乙１１９番１０、乙１２７番１、乙１２７番６
、乙１２７番７、乙１２７番９ないし乙１２７番１９、乙１２７番２５、乙１３３番４、
乙１３３番１３、乙１３３番１４、乙１１９番４地先農道、乙１１９番４地先水路並
びに同市新田字北新田２１９番の１、２１９番４、２１９番５及び２１９番６

香川県高松市藤塚町一丁目１１番２２号
株式会社 穴吹工務店
代表取締役 穴 吹 英 隆

１６松局建（開）第１２号

平成１６年１２月６日
北条市中西字小山ノ西３１２番９

松山市星岡町５２５番地８
須 永 康 嗣

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

四国中央市川
之江町 川之江 １６ 耐 火 ０．８２８０

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

東温市牛渕 牛 渕 ５５ 耐 火 ０．８６２０
第３８号
棟に限
る。
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緑地法

の施行

に関す

る事務

更の同意等（第４条第５項から

第８項まで）

２ 緑地保全計画の策定（第６条

第１項、第４項）

○

３ 原状回復等を行う旨の公告（

第９条第２項、第１５条）

○

４ 管理協定及び管理協定の変更

の公告及び縦覧（第２５条第１項

、第２７条、第２８条）

○

５ 市民緑地契約を締結した旨の

公告（第５５条第７項）

○

６ 緑地管理機構に関すること。

� 指定及び指定の取消し（第

６８条、第７２条）

○

� 改善命令（第７１条） ○

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第

１０号）の一部を次のように改正する。

別表第２管理課の表２３の部を次のように改める。

２３ 都市

緑地法

の施行

に関す

る事務

１ 標識の設置（第７条第１項、

第１３条）

○

２ 緑地保全地域における行為の

届出等の処理（第８条第１項、

第２項、第４項、第６項から第

８項まで）

○

３ 原状回復命令等（原状回復等

を行う旨の公告を除く。）（第

９条第１項、第２項、第１５条）

○

４ 報告及び立入検査等（第１１条

第１項、第２項、第１９条）

○

５ 特別緑地保全地区における行

為の許可等（第１４条第１項、第

４項から第８項まで）

○

６ 管理協定の締結、同意、認可

等（第２４条第１項、第４項、第

５項、第２５条第２項、第２８条）

○

７ 市民緑地契約の締結、同意等

（市民緑地契約を締結した旨の

公告を除く。）（第５５条第１項

、第２項、第５項、第７項）

○

別表第４用地管理課の表２８の部を次のように改める。

２８ 都市

緑地法

の施行

に関す

る事務

１ 標識の設置（第７条第１項、第１３

条）

○

２ 緑地保全地域における行為の届出

等の処理（第８条第１項、第２項、

第４項、第６項から第８項まで）

○

３ 原状回復命令等（原状回復等を行

う旨の公告を除く。）（第９条第１

項、第２項、第１５条）

○

４ 報告及び立入検査等（第１１条第１

項、第２項、第１９条）

○

５ 特別緑地保全地区における行為の

許可等（第１４条第１項、第４項から

○

第８項まで）

６ 管理協定の締結、同意、認可等（

第２４条第１項、第４項、第５項、第

２５条第２項、第２８条）

○

７ 市民緑地契約の締結、同意等（市

民緑地契約を締結した旨の公告を除

く。）（第５５条第１項、第２項、第

５項、第７項）

○

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号

）の一部を次のように改正する。

第１３条第５項第４４号を次のように改める。

� 都市緑地法第７条第１項（同法第１３条において準用

する場合を含む。）の規定に基づく標識の設置に関す

ること。

第１３条第５項第４４号の次に次の６号を加える。

�の２ 都市緑地法第８条第１項、第２項、第４項及び

第６項から第８項までの規定に基づく緑地保全地域に

おける行為の届出等の処理に関すること。

�の３ 都市緑地法第９条第１項及び第２項（これらの

規定を同法第１５条において準用する場合を含む。）の

規定に基づく原状回復命令等に関すること（原状回復

等を行う旨の公告を除く。）。

�の４ 都市緑地法第１１条第１項及び第２項（これらの

規定を同法第１９条において準用する場合を含む。）の

規定に基づく報告及び立入検査等に関すること。

�の５ 都市緑地法第１４条第１項及び第４項から第８項

までの規定に基づく特別緑地保全地区における行為の

許可等に関すること。

�の６ 都市緑地法第２４条第１項、第４項及び第５項並

びに第２５条第２項（これらの規定を同法第２８条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく管理協定の

締結、同意、認可等に関すること。

�の７ 都市緑地法第５５条第１項、第２項、第５項及び

第７項の規定に基づく市民緑地契約の締結、同意等に

関すること（市民緑地契約を締結した旨の公告を除く

。）。

第１６条第１項第２５号の次に次の７号を加える。

�の２ 都市緑地法第７条第１項（同法第１３条において

準用する場合を含む。）の規定に基づく標識の設置に

関すること。

�の３ 都市緑地法第８条第１項、第２項、第４項及び

第６項から第８項までの規定に基づく緑地保全地域に

おける行為の届出等の処理に関すること。

�の４ 都市緑地法第９条第１項及び第２項（これらの

規定を同法第１５条において準用する場合を含む。）の

規定に基づく原状回復命令等に関すること（原状回復

等を行う旨の公告を除く。）。

�の５ 都市緑地法第１１条第１項及び第２項（これらの

規定を同法第１９条において準用する場合を含む。）の

規定に基づく報告及び立入検査等に関すること。

�の６ 都市緑地法第１４条第１項及び第４項から第８項

までの規定に基づく特別緑地保全地区における行為の
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許可等に関すること。

�の７ 都市緑地法第２４条第１項、第４項及び第５項並

びに第２５条第２項（これらの規定を同法第２８条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく管理協定の

締結、同意、認可等に関すること。

�の８ 都市緑地法第５５条第１項、第２項、第５項及び

第７項の規定に基づく市民緑地契約の締結、同意等に

関すること（市民緑地契約を締結した旨の公告を除く

。）。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－９９７
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改

正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

第３３条の見出し中「退職、」を削り、同条中「第４号及び

第５号」を「、第１号及び第２号」に改め、同条中第１号か

ら第３号までを削り、第４号を第１号とし、第５号から第９

号までを３号ずつ繰り上げる。

第３４条中「第３３条の」を「前条の」に改め、同条第３号中

「第３３条第１項第４号又は第５号」を「前条第１号又は第２

号」に、「すみやかな」を「速やかな」に改め、同条第４号

中「第３３条第１項第１号から第３号まで及び第６号から第９

号」を「前条第３号から第６号」に、「一」を「いずれか」

に改める。

第３４条の２第１項中「第３３条第１項第４号」を「第３３条第

１号」に、「第５号」を「第２号」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年１月１日から施行する。

�������
�愛媛県人事委員会規則７－９９８
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正

する規則を次のように定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を

改正する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県

人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

別表第１０ １ 行政職給料表級別職務区分表７級の部知

事の事務部局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄中

「地方労働委員会事務局課長」を「労働委員会事務局課長

」に改め、同表８級の部知事の事務部局の項同欄中「地方

労働委員会事務局次長」を「労働委員会事務局次長」に改

め、同表１０級の部知事の事務部局の項同欄中「地方労働委

員会事務局長」を「労働委員会事務局長」に改める。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第２条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

－６８）の一部を次のように改正する。

別表知事の事務部局の項公職の欄中「地方労働委員会事

務局長」を「労働委員会事務局長」に、「地方労働委員会

事務局次長」を「労働委員会事務局次長」に、「地方労働

委員会事務局課長」を「労働委員会事務局課長」に改める

。

（管理職員等の範囲を定める規則の一部改正）

第３条 管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会

規則１３－１６）の一部を次のように改正する。

別表地方労働委員会事務局の項機関の欄中「地方労働委

員会事務局」を「労働委員会事務局」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年１月１日から施行する。

�������
�愛媛県人事委員会規則１３－１４６
愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１６年１２月７日
ＮＰＯ法人
スポーツ・アンド・ファミリ
ー

土 居 健 三 宇和島市妙典寺前乙１１８０番地１８
この法人は、宇和島市及びその近郊におけ
る、子どもから高齢者まで幅広い年齢層に
対して、スポーツの普及に関する事業を行
いながら、子どもの健全育成や高齢者の健
康維持等を図り、公益の増進に寄与するこ
とを目的とする。
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管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１６年１２月１７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団

体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する

規則

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－

１７）の一部を次のように改正する。

別表小松町の部、丹原町の部、魚島村の部、弓削町の部、

生名村の部及び岩城村の部を削り、同表関前村の部の次に次

のように加える。

上島町 議会事務局 事務局長
町長部
局

本庁 課長 総務課長補佐
総務課庶務係長

出先
機関

支所 総合支所長 課長
船長

せとう
ち交流
館

館長

高齢者
生活福
祉セン
ター

所長

特別養
護老人
ホーム

園長

教育委
員会

事務局 教育長 課長
教育
機関

小学校 校長 教頭
中学校 校長 教頭

別表内海村の部を次のように改める。

愛南町 議会事務局 事務局長
町長部
局

本庁 課（室）長 総務課
主幹 企画財政課主
幹 総務課長補佐
総務課職員係長 企
画財政課財政係長

出先
機関

支所 支所長 課長
あけぼ
の荘

所長

観光旅
客船

運航管理者 船長

保育所 所長
保健福
祉セン
ター

所長

在宅介
護支援
センタ
ー

所長

養護老 所長

人ホー
ム
環境衛
生セン
ター

所長

クリー
ンセン
ター

所長

御荘霊
苑

所長

病院 院長 副院長 事務
長 看護師長

診療所 所長 事務長
教育委
員会

事務局 教育長 課長 ＤＥ
・あ・い・２１所長
御荘Ｂ＆Ｇ海洋セン
ター所長

教育
機関

小学校 校長 教頭
中学校 校長 教頭
公民館 館長
給食セ
ンター

所長

監査事務局 事務局長
農業委員会事務局 事務局長

別表御荘町の部、城辺町の部、一本松町の部及び西海町の

部を削り、同表高知県宿毛市愛媛県南宇和郡一本松町篠山小

中学校組合の部委託地方公共団体の欄中「高知県宿毛市愛媛

県南宇和郡一本松町篠山小中学校組合」を「高知県宿毛市愛

媛県南宇和郡愛南町篠山小中学校組合」に改め、同表越智郡

老人ホーム組合の部特別養護老人ホーム海光園の項並びに同

表南宇和共立施設組合の部、周桑事務組合の部、道前福祉衛

生事務組合の部及び東予市・丹原町公共下水道事務組合の部

を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

人事委員会告示

�愛媛県人事委員会告示第５号
労働基準法別表第１による愛媛県の事業又は事務所の号別

区分等（平成１１年３月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部

を次のように改正し、平成１７年１月１日から施行する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

表労働基準法別表第１各号のいずれにも該当しないものの

項事業又は事務所の欄中「地方労働委員会事務局」を「労働

委員会事務局」に改める。

�愛媛県公安委員会告示第７号
道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の４第１項の規定により次の者を指定したので、指定講習機関に関する規則

（平成２年国家公安委員会規則第１号）第３条の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１６年１２月１７日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

公安委員会告示

名 称 住 所 代表者の氏名 特定講習を行う事務
所の名称

特定講習を行う事務
所の所在地 特定講習の種別 指定年月日

株式会社新居浜自動
車教習所

新居浜市萩生２７５０番
地 桑 原 征 一 新居浜自動車教習所 新居浜市萩生２７５０番

地 取消処分者講習 平成１６年１２月１７日

平成１６年１２月１７日 印刷
平成１６年１２月１７日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１２４８
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